
年間総実労働時間の推移を見ると、平成８年度頃から平成１６年度頃にかけて、パートタイム労働
者比率が高まったことが要因となって総実労働時間は減少傾向で推移してきた。その後もパートタイ
ム労働者の比率は２割強で推移しており、総実労働時間は１，８００時間台前半で推移してきた。
平成２０年度以降については、平成20年９月のリーマンショックの影響により景気が悪化し、所定

内・所定外労働時間がともに減少した。平成２１年度には初めて１８００時間を下回った。
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２ 数値は、年度平均月間値を１２倍し、小数点以下第１位を四捨五入したものである。

３ 所定外労働時間は、総実労働時間から所定内労働時間を引いて求めた。

４ 昭和５８年以前の数値は、各月次の数値を合算して求めた。
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労働者１人平均年間総実労働時間の推移（暦年）
（事業所規模５人以上）

（時間）
（時間）

（資料出所）厚生労働省「毎月勤労統計調査」
（注）１ 事業所規模５人以上

２ 数値は、年平均月間値を12倍し、小数点以下第１位を四捨五入したものである。
３ 所定外労働時間は、総実労働時間から所定内労働時間を引いて求めた。

参考１



労働者１人平均年間総実労働時間の推移（暦年）
（事業所規模30人以上）

（時間）
（時間）

（資料出所）厚生労働省「毎月勤労統計調査」
（注）１ 事業所規模30人以上

２ 数値は、年平均月間値を12倍し、小数点以下第１位を四捨五入したものである。
３ 所定外労働時間は、総実労働時間から所定内労働時間を引いて求めた。

事業所規模３０人以上
の平均総実労働時間が
初めて１８００時間を下

回った。

参考２



男女別労働時間
平成６年度から19年度までの総実労働時間の傾向をみると、男性は２，０００時間前後で推移し、女

性はおおむね減少傾向にある。女性の労働時間が減少傾向にあるのは、主にパートタイム労働者の
増加が要因と考えられる。男性のパートタイム労働者の比率も増加しているが、男性の場合は週60
時間以上就業する雇用者の割合が高い水準で推移するなど長短二極化の傾向にあるため、総実労
働時間は横ばい傾向であった。２０年度以降は景気の悪化に伴い男女とも大幅に減少している。
また、週６０時間以上就業する雇用者の割合については、男性は近年低下傾向にあるが、女性はお

おむね横ばいの状況。

【パートタイム労働者の比率】 ※事業所規模３０人以上

男性 ４．２％（平成９年度）→ ９．０％（平成１９年度）→ １０．０％（平成２１年度）

女性 ２７．２％（平成９年度）→ ４１．２％（平成１９年度）→ ４２．１％（平成２１年度）
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男女別週６０時間以上就業する雇用者数割合の推移（パートタイム労働者を含む）



企業・事業所規模別労働時間

事業所規模別年間総実労働時間の推移（パートタイム労働者を含む）
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週６０時間以上就業する雇用者数割合

事業所規模が大きいほど全労働者平均の労働時間は長い傾向にある。なお、週６０時間
以上就業する雇用者の割合については、事業所規模が小さいほど高い傾向にある。



1916

1906

1912
1913

1909

1891

1870

1898

1883 1882
1891

1900
1886

1900 1904

1889

1795

1909 1901

1904

1908 1892

1870

1837
1852

1840
1830

1837 1843 1842
1849

1861

1850

1798

1914

1906

1912 1928

1901

1880

1835

1850

1842
1829 1835

1818

1802
1817 1824

1806

1734

1931
1919

1914

1919

1882 1861

1837
1844

1819
1807 1802

1780
1766 1769

1748

1732

1681

1600

1650

1700

1750

1800

1850

1900

1950

事業所規模別年間総実労働時間の推移（パートタイム労働者を含む 暦年）

500人以上

100～499人

30～99人

5以上～29人

（時間）

（資料出所）厚生労働省「毎月勤労統計調査」

【参考】



1952

1943

1954
1958 1960

1945

1936

1966

1952
1957

1970

1994
1986

2000 1998

1980

1902

2002
1991 1993

2000

1990

1970 1970

1990
1979

1974
1982

2005
1999

2011 2022

2010

1951

2046

2033

2038

2053

2028

2012 2015

2030

2021

2033 2035
2041

2024

2040

2057

2038

1988

2095
2092

2087

2098

2063

2047 2050

2059
2054

2048
2053

2070

2058

2069 2068

2056

2009

2045
2036

2038

2050

2026

2010 2009

2026
2017 2017

2024

2040
2028 2041

2047
2032

1976

2010

1999
2004

2016

2000

1985 1984

2004

1992
1996

2004

2021

2009

2023 2033 2017

1957

1900

1920

1940

1960

1980

2000

2020

2040

2060

2080

2100

事業所規模別年間総実労働時間の推移（パート労働者を除く 暦年）

500人以上

100～499人

30～99人

5以上～29人

調査産業計（5人
以上）

調査産業計（３０

人以上）

（時間）

（資料出所）厚生労働省「毎月勤労統計調査」

【参考】



事業所規模別一般労働者の労働時間等

事業所規模別一般労働者の年間総実労働時間の推移
（パートタイム労働者を含まない）

一般労働者に限ると、事業所規模が小さいほど総実労働時間は長くなっている。これは、
事業所規模が小さいほど年間休日総数を少なく設定する傾向があることにより、所定内労
働時間が長くなっていることが要因である。
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（資料出所） 厚生労働省「就労条件総合調査」

事業所規模別年間休日総数（平成２１年）
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産業別年間総実労働時間（パートタイム労働者を含む） 産業別週６０時間以上就業する雇用者数割合及び
平均週間就業時間（パートタイム労働者を含む）
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週６０時間以上就業する雇用者数割合
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産業別労働時間

産業別に見ると、年間総実労働時間・所定外労働時間ともに運輸業が最も長く、次いで
建設業となっている。
また、週６０時間以上働く者（≒月８７時間以上の時間外労働をしている者）の割合につ

いても運輸業が最も高くなっている。
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平成２１年度の一般労働者の総実労働時間は前年度比１．２％減少している。内訳を見ると、所定

内労働時間が前年度比０．７％減少し、所定外労働時間も前年度比５．７％と大幅に減少している。

パートタイム労働者の総実労働時間は前年度比２．３％減少。内訳を見ると、所定内労働時間が前

年度比２．１％減少し、所定外労働時間についても前年度比７．１％と大幅に減少している。

また、パートタイム労働者の総実労働時間は一般労働者の６０％弱で推移している。
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７．週労働時間別雇用者等の推移
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合 計 ５０９９万人 ５３５３万人 ５３９８万人 ５３９４万人 ５３１３万人

３０代男性で週労働時間６０時間以上の者

平成５年 平成１８年 平成１９年 平成２０年 平成２１年

週６０時間以上
の者

１５３万人 １８８万人 １７６万人 １７２万人 １５０万人

２０．３％ ２１．７％ ２０．２％ ２０．０％ １８．０％

※ 資料出所：総務省「労働力調査」

※ 上の表は雇用者についてのもの。ただし、「３０代男性で週労働時間６０時間以上の者」については、統計上の制約から、雇用者のみ

の数値が得られないため、下の表は雇用者だけでなく自営業主と家族従業者を含んだ就業者数により作成。

○ 週の労働時間が６０時間以上の者の割合は徐々に減少してきているものの、子育て世代であ
る３０代男性については、依然として高い水準で推移している。
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資料出所：総務省「労働力調査」

（注）資料は非農林業雇用者数により作成。

週６０時間以上就業する雇用者数及び割合の推移（暦年）
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家族従事者を含む就業者数）、平成５年は２０歳代後半から５０歳代まで平均的に高かった
が、平成２１年では、全体的に週６０時間以上働く者の割合が低下する中、３０歳代から４０
歳代前半の世代は引き続き高い割合。

資料出所：総務省「労働力調査」
（注） １ 数値は、非農林業就業者のもの。

２ 就業者には、自営業主と家族従事者も含まれる。
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資料出所：総務省「労働力調査」
（注） １ 数値は、非農林業就業者のもの。

２ 就業者には、自営業主と家族従事者も含まれる。

男女・年齢別週６０時間以上就業する就業者数割合

男 性 女 性



変形労働時間制の採用状況

資料出所：厚生労働省「就労条件総合調査」
（注） 平成18年以前は、調査対象を「本社の常用労働者が30人以上の民営企業」としており、

平成19年から「常用労働者が30人以上の民営企業」に範囲を拡大した。

変形労働時間制の有無、種類別企業数割合
（％） （％）

変形労働時間制の有無、種類別適用労働者数割合
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労働者１人平均年間総実労働時間と何らかの週休２日制の推移（暦年）

(資料出所) 厚生労働省「毎月勤労統計調査」、「就労条件総合調査」

(注) １ 事業所規模３０人以上。 ２ 数値は、各月間平均値を１２倍し、小数点以下第１位を四捨五入したものである。

３ 所定外労働時間は、総実労働時間から所定内労働時間を引いて求めた。 ４ 昭和５８年以前の数値は、各月次の数値を合算して求めた。

５ 『何らかの週休２日制』とは次の①から⑤に該当する休暇制度のことをいう。

①月３回週休２日制 ②隔週週休２日制 ③月２回週休２日制 ④月１回週休２日制 ⑤完全週休２日制

昭和 平成

総実労働時間（パート

労働者を含む）

所定内労働時間（パート

労働者を含む）

何らかの週休２日制採

用企業数の割合（％）

何らかの週休２日制適用労

働者数の割合（％）

【昭和６３年】

○前川リポート

『年間１８００時間程度に向けて出来る限り

短縮』

○労働基準法改正

週法定労働時間を４０時間に移行すること

が明記

※昭和６３年４月 原則週４６時間制施行

平成 ３年４月 原則週４４時間制施行 原則週４０時間制施行

第１次オイルショック

総実労働時間（パート労働者

を除く）

所定内労働時間（パー

ト労働者を除く）
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(資料出所) 厚生労働省「毎月勤労統計調査」、「就労条件総合調査」

(注) １ 事業所規模３０人以上。

２ 数値は、各月間平均値を１２倍し、小数点以下第１位を四捨五入したものである。

３ 所定外労働時間は、総実労働時間から所定内労働時間を引いて求めた。

４ 昭和５８年以前の数値は、各月次の数値を合算して求めた。
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※ 厚生労働省「労働時間等総合実態調査」（平成１７年度）

※ 「最多の者」とは、法定休日労働日数の合計が最多の者をいい、「平均的な者」とは、法定休日労働日数の合計が平均的な者をいう。

 年間の法定休日労働の実績
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「国民の祝日数」及び「国民の休日数」の経緯 
 

施行年度 
「国民の祝日数」 

及び「国民の休日数」 
制定された「国民の祝日」及び「国民の休日」 

昭和 23 年度 9 
○元日(1/1)   ○成人の日(1/15)   ○春分の日(春分日)､ 
○旧･天皇誕生日(4/29)  ○憲法記念日(5/3)  ○こどもの日(5/5) 
○秋分の日(秋分日)   ○文化の日(11/3)  ○勤労感謝の日(11/23) 

昭和 41 年度 12 ○建国記念の日(2/11)   ○敬老の日(9/15)  ○体育の日(10/10) 
昭和 63 年度 13 ○国民の休日(5/4)【増設】 

平成元年度 14 
○みどりの日(4/29 ※旧･天皇誕生日から改名) 
○新･天皇誕生日(12/23)【増設】 

平成 8 年度 15 ○海の日(7/20)【増設】 

平成 19 年度 15 
○昭和の日(4/29 ※みどりの日から改名)  
○みどりの日(4/29 から 5/4 に期日変更) 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
○平成 12 年度施行 
｢成人の日｣  1/15 → 1 月第 2 月曜日 
｢体育の日｣ 10/10 → 10 月第 2 月曜日 
 
○平成 15 年度施行 
｢海の日｣  7/20 → 7 月第 3 月曜日 
｢敬老の日｣ 9/15 → 9 月第 3 月曜日 

 
 

ハッピーマンデー制度 
 

【4 月 29 日】 
旧･天皇誕生日（昭和２３年度） ⇒ みどりの日(平成元年度) ⇒ 昭和の日(平成 19
年度) 
【5 月 4 日】 
『国民の休日』(昭和 63 年度) ⇒ みどりの日(平成 19 年度) 
※祝日法の改正により昭和 63 年度から 2つの祝日に挟まれた平日を休日とする国民

の休日を制定(憲法記念日とこどもの日に挟まれている)｡ 

※昭和 63 年度以前は休日でも祝日でもなかった｡  

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%9B%BD%E6%B0%91%E3%81%AE%E4%BC%91%E6%97%A5�
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%9B%BD%E6%B0%91%E3%81%AE%E4%BC%91%E6%97%A5�


年次有給休暇の取得率等の推移
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（資料出所） 厚生労働省｢就労条件総合調査｣（平成１１年以前は「賃金労働時間制度等総合調査」による）

（注） １） 「対象労働者」は「常用労働者」から「パートタイム労働者」を除いた労働者である。

２） 「付与日数」には、繰越日数を含まない。「取得率」は、全取得日数／全付与日数×１００（％）である。

３） 平成18年以前の調査対象：「本社の常用労働者が30人以上の民営企業」→平成19年以降の調査対象：「常用労働者が30人以上の民営企業」

（参考）平成１８年以前の調査方法による平成１９年の平均取得率 ４７．７％ 平成２０年の平均取得率 ４８．１％ 平成21年の平均取得率は４８．２％

年

取
得
率

日

(47.7)

●年次有給休暇の取得率については、近年５割を下回る水準で推移している。
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資料出所：厚生労働省｢就労条件総合調査｣
（注） １） 「付与日数」には、繰越日数を含まない。

２） 「取得率」は、全取得日数／全付与日数×１００（％）である。
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（資料出所） 就労条件総合調査（平成１１年以前は「賃金労働時間制度等総合調査」による）

（注） 「対象労働者」は「常用労働者」から「パートタイム労働者」を除いた労働者である。

【参考】



年次有給休暇の取得率が減少した理由
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完全週休２日制適用

労働者数割合（％）

何らかの週休２日制適

用労働者数割合（％）

労働者一人当たりの

年休取得率（％）

労働者一人平均年間

休日総数（日）

（日）

（%)

年休の付与日数の加算

分が「1年ごとに1日」から

「１年ごとに2日」に増加

ハッピーマンデー制度導

入(第２弾）
①年休の最低付与日数6日⇒10日へ引き上

げ②比例付与制度導入③計画的付与制度

導入④年休取得の不利益取り扱い禁止

年次有給休暇の取得率は昭和６３年から平成５年にかけて増加している。これは、昭和62年に労働基準法が改正されたことにより年休の規定が大幅に改善さ

れ、取得日数が増加したためと考えられる。

しかし、平成５年から１５年頃まで取得率は減少傾向にあった。 この主な原因は、①祝日法改正により祝日が増加したことやハッピーマンデー制度の導入、②

夏季休暇など年休以外の特別休暇の普及、③週休２日制の定着、などにより休暇や休日総数が増加したことに伴い労働者が年休を取得することに対しマイナス

に影響したものと推測される。そのため、平成５年から年休の付与日数は法制度の改善により増加傾向にあるものの取得日数は減少傾向にある。

平成１５年以降は年間休日総数、年休付与日数、取得日数ともに横ばい傾向にあり、年休の取得率も５割弱程度で横ばいで推移している。

（日）

年休の平均取得率（％）

祝日が１日増加

完全週休２日制適用労働者数割合（％）

労働者一人平均年間休日総数（日）

（資料出所） 就労条件総合調査

※ 「対象労働者」は「常用労働者」から「パートタイム労働

者」を除いた労働者である。

ハッピーマンデー制度導

入(第１弾）

何らかの週休２日制適用労働者数割合（％）



資料出所：「就労条件総合調査」（平成１１年以前は「賃金労働時間制度等総合調査」による）
（注）　平成18年以前は、調査対象を「本社の常用労働者が30人以上の民営企業」としており、
　　　　平成19年から「常用労働者が30人以上の民営企業」に範囲を拡大した。
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有りの割合

１企業平均
年次有給休
暇の計画的
付与日数

平均取得日
数　①

平均取得率
②

無しの割合
平均取得日

数　③
平均取得率

④

平均取得
日数
（①－③）

平均取得
率
（②－④）

17.2 5.0 10.5 53.3 82.8 7.7 44.6 2.8 8.7

35.1 4.4 12.1 56.4 64.6 9.5 51.4 2.6 5.0

22.3 4.7 9.1 50.5 77.7 7.5 43.2 1.6 7.3

３００～９９９人 25.3 4.6 9.2 49.5 74.7 7.3 41.9 1.9 7.6

１００～２９９人 21.4 4.7 9.0 51.5 78.6 7.5 44.3 1.5 7.2

14.9 5.2 8.1 45.6 85.1 6.3 38.9 1.8 6.7

15.7 4.1 9.7 51.4 84.3 7.7 44.7 2.0 6.7

31.4 4.3 10.6 53.9 68.6 9.6 52.6 1.0 1.3

18.0 4.0 8.9 48.8 82.0 7.2 42.1 1.7 6.7

３００～９９９人 24 4.2 8.9 47.4 76 7.6 43.8 1.3 3.6

１００～２９９人 16.1 3.9 8.9 50.8 83.9 6.9 40.9 2.0 9.9

14.5 4.1 8.5 49.4 85.5 6.7 41.0 1.8 8.4

　　　　　　　　　　資料出所：就労条件総合調査

調査産業計

平成１９年

１，０００人以上

差

３０～９９人

　　　 年次有給休暇の計画的付与制度の有無による年次有給休暇の取得率等の比較

規模

年次有給休暇の計画的付与制度が有の企業
年次有給休暇の計画的付与制度が無
い企業

平成２０年

調査産業計

年

１００～９９９人

１，０００人以上

１００～９９９人

３０～９９人

計画的付与制度を導入している企業は、導入していない企業よりも年次有給休暇の平均取得率が8.7％高くなっている。



資料出所：「労働時間等の設定の改善の促進を通じた仕事と生活の調和に関する意識調査（平成21年）」

年次有給休暇の取得へのためらい（平成２１年）

　

年次有給休暇の取得へのためらい

ためらいを感じる

22.0％

ややためらいを感じる

42.1％

あまりためらいを感じない

25.6％

全くためらいを感じない
無回答

0.5％

ためらいを感じる理由（Ｍ．Ａ．）

（数字：％）
67.3

41.3 

34.4 

17.2

10.2
5.5

0.4

ためらいを感じる理由（複数回答可）

（数字：％）

みんなに迷惑がかかる

後で多忙になるから

職場の雰囲気で取得しづらい

上司がいい顔をしない

昇格や査定に悪影響がある

その他

無回答

46.9 

40.3 

23.0 24.1 

10.4 

4.1 
5.9 

ためらいを感じない理由（複数回答可）

（数字：％）

職場の雰囲気で取得しやすい

当然の権利だから

効率的に仕事ができる環境だから

仕事に影響を生じないから

上司・会社から休むよう言われる

その他

無回答

全体の約３分の２の労働者は、年次有給休暇の取得にためらいを感じており、「全くためらいを感じない」労働者は9.8％と極めて少

なく、「あまりためらいを感じない」（25.6％）労働者を合わせても、ためらいを感じない割合は全体の約３分の１程度にすぎない。



（参考）

資料出所

　三和総合研究所「長期休暇制度に関する調査研究」（平成１２年）

　厚生労働省 「労働時間等の設定の改善の促進を通じた仕事と生活の調和に関する意識調査」（平成21年）

（平成１２年と平成21年の比較）
年次有給休暇の取得へのためらい
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５．有給休暇がとれない「構造」的要因

資料出所：経済産業省・国土交通省・（財）自由時間デザイン協会「休暇制度のあり方と経済社会への影響に関する調査研究委員会報告書」（平成14年）
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有給休暇を取得しにくい理由（有職者 n=862）
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